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汚泥肥料の活用推進
プロジェクト取組成果に
ついて
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関東農政局みどりの食料システム戦略勉強会（第２回）
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本日の説明の流れ本日の説明の流れ
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Ⅰ プロジェクトの取組の背景と概要
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現状・課題
我が国は、肥料原料の大半を輸入依存。（りん鉱石は全量、塩
化加里はほぼ全量） 国際市況に大きく影響を受けている。
（りん安価格はR3.1月に比較してR3.10月で約２倍に上昇）

令和３年秋から、りん安の主な輸入相手国である中国からの輸
入がほぼ停止状態。各メーカーは供給元の代替国の選定に苦慮

望
ま
れ
る
こ
と

肥料原料の輸入への依存を軽減するため、国内の未利用資
源の肥料利用化

特に、ほぼ全量を輸入にたよっているりん安の代替となり
える下水汚泥からのリン回収技術導入の促進

新設された肥料の公定規格「菌体肥料」（食品工業等由来
の汚泥）の登録と指定配合肥料原料への利用促進

汚泥の肥料利用により肥料の安定供給に寄与

我が国は肥料原料の大半を輸入に依存。国内で調達可能な未利用資源の一層の有効活用が重要。このため、我が国人口の約４割を
有する関東管内における下水汚泥等の資源を活かし、肥料の確保に寄与する取組を推進

【関東管内における汚泥肥料の活用推進プロジェクト】関東農政局（生産部、消費・安全部）

利用促進する上での課題

肥料として効果があるのか？

堆肥と同様に大量に施用しな
ければならないため、作業負
担が大きいのでは？

重金属を多く含んでいる

のでは？

農業者の持つのイメージ

汚泥肥料生産業者の悩み
肥料効果はあるのに、イメー
ジが悪く使ってもらえない

リン回収技術導入コストや採
算性に関する情報が無いため
施設導入をためらってしまう

新規格の「菌体肥料」に登録
するためのデータや品質管理
の方法がわからない

■ 汚泥肥料を使っている農家
➤作物の種類➤施用による効果
➤望まれる汚泥肥料の形態（水分、
粒、発酵等） など

■ 汚泥肥料生産業者（自治体含む）
➤肥料の出荷先・状況➤重金属の分
析等品質管理➤汚泥肥料の加工
（発酵、乾燥、造粒等）➤リン回
収技術導入意欲➤菌体肥料登録の
可能性 など

■ 汚泥肥料の関係者
農業者、JA、自治体、汚泥肥料生
産業者、関係省庁、有識者等
➤優良事例の調査・情報収集
➤利用促進に向けた意見交換
➤リン回収技術導入プラント
のコスト検討 など

優良事例や課題の収集

ヒアリングや検討会の開催

調査の実施

本事業のアウトプット

汚泥肥料施用の事例の紹介

汚泥肥料活用リーフレット作成

リン回収技術導入モデルの紹介

菌体肥料登録簡易マニュアル

作物別に品質・収量等の調査結果を
HPにて紹介 【農業者・自治体向け】

汚泥肥料をより有効に活用する栽培
技術の紹介リーフレット等の作成。
【農業者・自治体向け】

リン回収技術導入のための設備投
資、ランニングコスト、採算性に
ついて、コスト試算を紹介
【自治体向け】

菌体肥料の登録を受けるための肥
料生産事業者が取り組みやすい、
簡易マニュアルを作成
【肥料生産業者向け】



Ⅱ 汚泥肥料の生産業者を対象としたアンケート

汚泥肥料の登録状況（令和４年８月時点。肥料登録銘柄検索システム（農林水産省公表）による。）
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関東農政局管内の汚泥肥料の肥料登録を受けている247社を対象

アンケートの了承を得た232社に郵送アンケートを実施
2022年９月

126件の回答を得た（回収率54.3％） ～2022年11月
汚泥肥料を現状、製造販売している事業者 ：93社

現状、製造販売をしていない事業者 ：33社

• 汚泥肥料の有効登録銘柄数
全国 1291 関東農政局管内 373

• 汚泥肥料登録業者数
全国 1080 関東農政局管内 247

汚泥肥料生産業者
へのアンケート

対象者

アンケート
送付先

回収状況



有料販売
56.7%

無料配布
43.3%

Ⅱ 汚泥肥料の生産業者を対象としたアンケート結果概要

「有料販売」51社（56.7％）

「無料配布」39社（43.3％）

汚泥肥料の販売について、有料販売の有無

5

無料配布が約４割



Ⅱ 汚泥肥料の生産業者を対象としたアンケート結果概要

汚泥肥料の主な販売ルート
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近隣住民
35.7%

農業者
32.5%

肥料卸経由で供給
8.9%

肥料メーカーに供給
7.6%

JA経由で供給
7.0%

その他
8.3%

近隣住民

農業者

肥料卸経由で供給

肥料メーカーに供給

JA経由で供給

その他

回答数
近隣住民に直接供給 56
農業者に直接供給 51
肥料卸経由で供給 14
肥料メーカーに供給 12
JA経由で供給 11
その他 13

（複数回答）

販売先の農家について、

葉菜類（ﾚﾀｽ、白菜、ﾎｳﾚﾝｿｳ等）

19.4%

根菜類（大根、人参等）

12.8%

果菜類（ﾄﾏﾄ、ﾅｽ等）

11.2%

果樹

11.6%

イモ類

10.9%

水稲

8.1%

その他

11.6%葉菜類（ﾚﾀｽ、白菜、ﾎｳﾚﾝｿｳ等）

根菜類（大根、人参等）

果菜類（ﾄﾏﾄ、ﾅｽ等）

果樹

イモ類

水稲

茶

麦類

大豆

その他 幅広い品目で使用

（複数回答）

利用形態は多様
農業者をはじめ肥料原料等にも使用



Ⅱ 汚泥肥料の生産業者を対象としたアンケート結果概要

汚泥肥料の成分分析の実施の有無
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分析している 分析していない 無回答 計

肥料成分 84 ３ 6 93

有害成分（重金属） 80 ６ 7 93

C/N比 71 16 ６ 93

（回答数）

90%

3%
7%

肥料成分

分析している
分析していない
無回答

86%

6%
8%

分析している
分析していない
無回答

76%

17%

7%
C/N比

分析している
分析していない
無回答

3％

含有する炭素窒素の比率で、肥料中の窒素の肥効
の目安となる。値が大きいほど分解しにくく窒素
の肥効は低く、値が小さいほど分解しやすく窒素
の肥効が高くなる。
C/Nの値の大きいもの：稲わら、おがくずの多い

堆肥
〃 小さいもの：鶏ふん、化成肥料

炭素窒素比(C/N比）

製造事業者の多くが自主的な成分分析を実施



Ⅱ 汚泥肥料の生産業者を対象としたアンケート結果概要

販売先からの声から、汚泥肥料生産業者が必要だと感じている事項
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肥料製品の臭気対策

充分な発酵

肥料成分の安定性

肥料製品の物理性（水分・粒状化・ペレット化）の改善

肥料成分の公表と施用方法の情報提供

配送・施肥作業のサポートサービス

汚泥肥料の施用による農作物へのプラスの効果の情報発信

有害成分の分析と情報提供

汚泥肥料生産業者も汚泥肥料の品質向上により前向きになってきている。

利用者から要望があると感じている事項

臭気対策、肥料成分の安定性、
ペレット化、有害成分等の情報提供

↓
汚泥肥料の品質向上が必要との認識



Ⅲ 農業者、JA、自治体等へのヒアリング概要
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農業者（汚泥肥料使用あり）

農業者（汚泥肥料使用無し）

（汚泥肥料の利点）
慣行栽培と比較しても遜色なく収量は確保できている（悪影響は見られない）
化学肥料中心の施肥からコスト低減を実現できた

（使用の際の課題）
臭いがあるものは、近隣住民からの苦情や作業者からも敬遠される
粉状のタイプは、臭いがきつく施肥労力も負担となる
効果的な施肥方法がわからないため、初めて使った農家が失敗する可能性。汚泥肥料はダメと
の印象になることを懸念

（利用していなかった理由）
取引している販売業者で、汚泥肥料の取り扱いがない
汚泥肥料についての情報が少ない（成分・施肥方法）

（使用を検討する上での課題）
肥料成分の安定性
近隣住民からの苦情も出ているので、臭いが心配
施肥作業者の負担とならない性状なのか（粒状かペレット）
栽培技術の確立と施肥方法の指導

汚泥肥料生産業者、配合メーカー、JA、自治体、農業者にヒアリングし、汚泥肥料を活用する場合の利点と課題等について調査を
行った。ヒアリング対象先（計24件）は以下のとおり。



Ⅲ 農業者、JA、自治体等へのヒアリング概要
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JA全農県本部

自治体

（現状）
JA全農C県本部の取扱いは、工業汚泥を原料とした汚泥肥料２銘柄。年間販売実績は約３
万袋。県北のキュウリの施設栽培農家で使用
使用農家は、50～70歳代で、古くから利用。若手農家が汚泥肥料のネーミングで敬遠

（利用における懸念・課題）
臭気の問題
有害成分（重金属）の問題により利用が進まない。安全性の担保が課題
自治体が中心となって、メーカー、JA、農家を巻き込みリサイクルループの構築を

（汚泥肥料に関する今後の取り組み）
市と○社の取り組みで、畜産農家における糞尿処理の軽減、汚泥肥料を飼料作物へ施用する
好循環のサイクルを続けていく（A市）
従来外部委託していたコンポスト化を、R5年度から自処理場で実証試験し、2～3年後に肥料
化の増産予定。県農業試験場や農政課と協力し、汚泥肥料に適した農作物を検討したい。
（B県 下水道課）
県農政部と協力し肥料行動対策説明会で、農業者に汚泥肥料を紹介。汚泥肥料をサンプルと
して無償で提供。将来的には、全農県本部と共同で、汚泥肥料活用の取組をしたい。
（C県 下水道局）
汚泥肥料の植物体への効果が分かっていないことが課題。まずは、栽培技術の確立が重要
（Ｃ県 農業技術研究センター）



Ⅲ 農業者、JA、自治体等へのヒアリング概要
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汚泥肥料生産業者

配合肥料メーカー

（利用促進のための課題）
汚泥という名称がよくないイメージを与えている。
品質を上げたくて乾燥・発酵施設の燃料等が高騰しコスト負担が増
汚泥肥料は作物の収量や品質向上につながるということの実証と認知が進むことで普及拡大す
ることが重要
農家への施肥サービスのための肥料散布機の導入の補助を希望
肥料成分や有害成分の分析など、品質管理に取り組む汚泥肥料については、汚泥肥料とは別
の規格を希望

（利用促進のための必要な措置）
マイナスイメージ払しょくのため、国、地方自治体が一体となった啓蒙活動
汚泥肥料の名称や他の配合肥料への原料使用が可能となるよう肥料の規格改正
汚泥の発生元における品質管理（肥料成分、有害成分、水分、形状等）に資する助成措置
回収リンは、品質と価格が望むものとなっていない。発生元への乾燥設備導入助成とメーカー
側にも導入経費・ランニングコストへの助成



Ⅳ 汚泥肥料活用プロジェクト検討会

汚泥肥料の農業の利用促進を図るため、学識経験者、企業関係者、農業者、自治体等の関係各層からの委
員の参画を得て、汚泥肥料の農業利用に係る取組事例や課題について共有するとともに、
プロジェクトのアウトプット（リーフレット等）への助言をいただくための検討会を開催
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開催日 ：令和５年（2023）年１月19日
開催方式 ：対面及びWeb併用
傍聴参集範囲：管内都県 下水道部局、農業普及部局、肥料法所管部局
参加者 ：委員15名、対面参加者23名、Web参加者200名

自治体学識経験者

企業関係者 農業者



Ⅳ 汚泥肥料活用プロジェクト検討会

検討会委員
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東京農業大学
後藤 逸男 名誉教授

農研機構 農業環境研究部門
土壌環境管理研究領域
久保寺 秀夫 領域長

東京都 下水道局 計画課
内田 博之 課長

東京都 産業労働局 食料安全課
髙橋 慎一 課長

茨城県 農業総合センター園芸研究所
土壌肥料研究室
藤田 裕 室長

富士宮市 産業振興部農業政策課
中野 信男 課長

全国農業協同組合連合会
耕種資材部肥料課肥料技術対策室
小宮山 鉄兵 室長

朝日アグリア株式会社
小林 新 開発部 部長

共和化工株式会社
原田 大輔 執行役員

株式会社アサギリ
簑 威頼 代表取締役

彩の国埼玉農業法人協会
臼倉 正浩 会長

（農業法人しゅん・あぐり代表取締役）

株式会社大濱屋
鈴木 卓磨 代表取締役

企業関係者

農業者

自治体

学識経験者



Ⅳ 汚泥肥料活用プロジェクト検討会（概要）
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現在の肥料価格高騰が落ち着いて
も汚泥肥料などの資源リサイクル
の流れは止めるべきではない

汚泥肥料の利用法として、堆肥化
とリン回収があるが、それぞれの
利点と課題をしっかり検討して進
めることが重要

汚泥肥料生産業者マップは良い取組み
逆に、供給側からも需要側を探せる

仕組みがマッチングにつながるのでは
ないか

同じ組織内で、農業部門と下水道部門
の連携を図っていきたい

畜産地帯では、堆肥の流通が課題。堆
肥と汚泥を原料とした肥料の製造を民
間業者が担うことによる地域循環を
図っていくことが重要

堆肥については、化学肥料との混合
など制度面の改正があった。汚泥肥
料も肥料成分を評価できるような公
定規格があれば検討の余地あり

農家や地域とのコミュニケーション
は重要

汚泥肥料生産業者も様々。特に品質
管理を行う場合は、汚泥肥料とは別
規格にしてもよいのではないか

生産者にとって扱いやすさが最も大事

粉状のものは施肥作業の負担が大

ペレットなら検討したい

まだまだ、施用効果は手探り、汚泥肥料
の栽培技術の確立に期待

企業関係者

農業者

自治体

学識経験者

検討会委員からの主なご意見

（検討会議事録掲載HP）https://www.maff.go.jp/kanto/seisan/kankyo/sizai/kentou.html
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Ⅴ 成果物（関東農政局ホームページ 「関東農政局管内における汚泥肥料の推進プロジェクト調査事業」）



Ⅴ 成果物（品質管理に取り組む汚泥肥料生産業者マップ）

公表必須事項
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汚泥肥料については、肥料成分の安定性や有害成分（重金属）の含有の懸念などから、農業者側が利用に前
向きな印象を持っているとまでは言えない状況
このため、汚泥肥料生産業者自らが取り組む肥料成分、有害成分（重金属）等の分析の状況について見える

化するため、公表に同意を得た事業者の情報を地図上に表示
農業者や肥料メーカーの方々が閲覧できるように関東農政局ホームページに掲載

①企業名
②住所
③電話番号
④肥料の名称
⑤
⑥肥料成分 窒素全量 ％

りん酸全量 ％
加里全量 ％
含水率 ％

⑦ ひ素 ％
カドミウム ％
水銀 ％
ニッケル ％
クロム ％
鉛 ％

分析年月日

⑧原料

この他、任意公表事項として
製品の性状（画像、粉体、ペレット）
価格
配達・施用サービス

などの情報を掲載

（マップ掲載HP)
http://www.maff.go.jp/kanto/seisan/kankyo/sizai/220909.html



Ⅴ 成果物（汚泥肥料を利用している生産者事例集）
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汚泥肥料を利用している生産者事例集

作物別に品質・収量等の調査結果を
HPにて紹介 【農業者・自治体向け】



Ⅴ 成果物（汚泥肥料活用リーフレット）
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汚泥肥料活用リーフレット

汚泥肥料をより有効に活用する栽培
技術の紹介リーフレット等の作成。
【農業者・自治体向け】



Ⅴ 成果物（下水汚泥からのリン資源化パンフレット）
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下水汚泥からのリン資源化

リン回収技術導入のための設備投資、
ランニングコスト、採算性について、
コスト試算を紹介
【下水道事業者、肥料配合メーカー向け】



Ⅴ 成果物（「菌体肥料」登録申請マニュアル）
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菌体肥料登録簡易マニュアル

令和３年12月１日から、新たに設
定された菌体肥料については、今
現在まだまだ新規登録数が多いと
までは言えない状況です。

菌体肥料の多くは、都道府県知事
の登録となりますが、都道府県担
当者や事業者も登録に向けてどの
ようなデータの準備が必要か手探
りな状況です。

登録を受けるための肥料生産事業
者が取り組みやすい、登録申請マ
ニュアルを作成しました。

【都道府県担当者・肥料生産業者向け】


